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第4章昭和初期の外国銀行
1　概　観
　昭和期に入ると日本は軍国主義的傾向を強めたため，欧米諸国との対立が激
化し，国際社会では孤立化を深めて行くこととなる。申国を軍事力によって侵
略し；それによって確保した権益を恒久化するため，1932年（昭和7年）「満
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州国」を建国したが，国際社会の是認するところとならず，翌年日本は国際連
盟を脱退した。米国は日本の対外侵略政策に対する批難を強め，1939年（昭和
14年）日米通商航海条約（新通商条約）を破棄したが，日本は逆に日独伊3国
軍事同盟（1940年）を結んで臨戦体制を強化した。翌！941年半ば米国は在米日
本資産を凍結し，対日石油輸出を禁止した。かくて，1941年12月8日，日本は
米英両国に宣戦を布告し，太平洋戦争へと突入したのである。
　こうした国際情勢の下で，貿易の拡大は望めず多くの外国銀行は正常な業務
の遂行さえ困難となり，在日支店の整理を進めたが，太平洋載争が始まると敵
性国（米，英，オランダ）の銀行は事実上，業務を停止せざるをえなくなった。
1926年（昭和元年）末には次の外国銀行9行が日本に支店（20ヵ店）を開設
していた。
香港上海銀行（横浜，神戸，長崎，東京）
チャータード銀行（横浜，神戸，東京）
インターナショナル銀行（横浜，神戸，東京，大阪）
独亜銀行（横浜，神戸）
日仏銀行（東京）
アメリカン・エクスプレス（横浜）
和蘭銀行（神戸）
蘭印商業銀行（神戸，横浜，東京）
露国極東銀行（神戸）
　昭和初期（1927～45）には，このうち日仏銀行が，横浜，神戸両支店を増設
（横浜は問もなく閉鎖）したのに対して独亜銀行，アメリカン・エクスプレス，
露国極東銀行が日本から撤退し，香港上海銀行長崎支店，チャータード銀行東
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京支店及び蘭印商業銀行横浜支店が閉鎖された。また，インターナショナル銀
行の在日支店は，紐育ナショナル・シティ銀行の在日支店に切り替えられた。
　一方，昭和初期に新たに日本へ進出した外国銀行は次の6行10ヵ店にとど
まった。
紐育ナショナル・シティ銀行（横浜，神戸，東京，大阪）
中国銀行（大阪）
満州中央銀行（東京）
印度支那銀行（横浜，東京）
満州興業銀行（東京）
独逸東亜銀行（東京）
　しかしながら，1941年（昭和16年）12月に太平洋戦争が勃発すると，香港上
海，チャータード，紐育ナショナル・シティ，和蘭，蘭印商業の5行は「敵産
管理法」（昭和16年法第99号）の適用を受け，事実上業務停止の止むなきに
至った。
2　既存銀行の動向
　（1〕英国系銀行
　英国系の香港上海銀行（The　Ho㎎K㎝g　and　Shanghai　BmkingCorporation，
1865年設立，本店香港）及びチャータード銀行（The　Chartered　Bank　of　Au－
stralia，India＆China，1853年設立，本店ロンドン）は，それぞれ幕末（1866
年）及び明治期（1880年）に日本へ進出した外国銀行の老舗であるが，昭和初
期に在日支店の部分的整理を行なった。
　香港上海銀行は，収益性の乏しい長崎支店（1892年開設）を1931年（昭和6
年）4月30日に閉鎖した（1〕。同行長崎支店は，露清銀行（BanqueRusso－
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Chinoise，1896年設立）が1904年に長崎支店を閉鎖して以来，長崎における唯
一の外国銀行であったが，長崎港の貿易が振るわないのに加えて，本邦銀行と
の競争激化による採算の悪化から支店の閉鎖を決めたものである。
　一方，チャータード銀行は，関東大震災の翌年に開設した東京支店を1931年
（昭和6年）9月末に閉鎖した｛2〕。同行東京支店は，大震災によって横浜支店
が焼失したため，便宜上，東京丸ノ内郵船ビルに開設されたが，横浜支店再開
に加えて，不況のために横浜支店への再統合が行なわれたのである。
　（2）米国系銀行
　米国系のインターナショナル銀行（Intemationa1Banki㎎Corporation，1901
年設立，本店ブリッジポート，後ニューヨーク）は，1902年（明治35年）に日
本へ進出，1925年（大正14年）までに，横浜，神戸，東京，大阪に支店を開設
し，在日支店数では他行を圧倒していた。しかし，1915年に同行は，ニュー
ヨーク最大の商業銀行である紐育ナショナル・シティ銀行（後述）に買収され，
その子会杜となった㈹。インターナショナル銀行在日支店は1926年（昭和元
年）12月末に親銀行直属の支店となったため，インターナショナル銀行の名称
は日本から消失した㈱。
　同じく米国系のアメリカン・エクスプレス（AmericanExpressCompanシ、
Inc．，ユ919年設立，本店ニューヨーク）は1919年（大正8年）に横浜支店，翌
1920年に神戸支店を開設したが，神戸支店は早くもI924年（大正13年）頃閉鎖
されてしまった。そして残る横浜支店も1930隼（昭和5年）頃閉鎖．し，アメリ
カン・エクスプレスは日本から撤退した｛5〕。
（3）独仏系銀行
　ドイツ系の独亜銀行（Deutsch－Asiatische　Ba皿k，1889年設立，！本店上海）は，
明治後期に日本へ進出し，横浜（1905年）および神戸（ユ906年）に支店を關設
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した。同行は，第1次大戦勃発後，二時営業停止を命じられたが，、戦後に解除
された，（営業停止期間」は19！6，9一■1920．1）ムしかしながら，一・大戦によるドイツ
経済の打撃は大きく，、独亜銀行の業績もふるわず，結局，1930年（昭和5年）
頃横浜支店を，さらに！932年（昭和7年）u頃神戸支店を閉鎖し，日本から撤退
した㈹。
　フランス系の日仏銀行（Ba・que　Franco｛aponaise，19ユ2年設立，本店パリ）
は，設立直後に東京支店を開設した。同行は業容の拡大を図るため，1927年
（昭和2年）7月1日横浜，神戸両支店を開設したが，横浜支店は，その主要
取引先であるフランス系商社の業務不振のため，予期したほどの取引がなく，
1932年一（昭和7年）4月30日に閉鎮されたモ7〕。、しかしながら，同行は日仏合弁
銀行であったため，太平洋戦争開戦後も，東京，神戸において業務を継続して
いた。
　（4ジオランダ系銀行
　オランダ系の和蘭銀行（Nederla皿dsche　Handel－Maatschapppij，’1824年設立，
本店アムステルダム），蘭印商業銀行（NederLandsch　Indische　H舳de1sbank，
1863年設立，本店アムステルダム）ともに，1920年（大正9年うに臼本へ進出
し，神戸に支店を開設した銀行である＝8〕、とくに，蘭印商業銀行は対日業務の
拡大に積極的で，1926年、（大正！5年）一2月、、横浜，東京にも支店を開設した。
しかしながら，、横浜支店は業務の拡大が進まなかったため，193ユ年（賂和6
年）工0月31日に閉鎖された…9〕。
　（5）ロシア系銀行
　露国極束銀行（ダルネ・ウォストチュー・アクシオニアニー・バンク，別名
Daibank，英訳名Far　Eastem　Bank，ユ922年設立，本店ウラジオス、トック）は，
ロシア革命後設立された国立銀行（政府出資95％）で1925年・（大正14年）止2月
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15日，神戸支店を開設した。当時，露亜銀行（Banque　Russo－Asiatique，1910
年設立，本店ペトログラード）が，横浜支店を開設していたものの，その神戸
支店はすでに閉鎖（1922年）されていた。しかも，露亜銀行は1926年5月に横
浜支店も閉鎖して日本から撤退したのでoo，その後露国極東銀行は，ロシア系
唯一の銀行として注目されるところとなった。
　しかしながら，ロシア革命を契機とする日本のシベリア出兵以降，日口関係
の目立った好転はなく，共産主義に対する警戒感も加わって，露国極東銀行は
業容を拡大することが困難であったようである。
　横浜で発行されていた英字紙The　Japan　Advertiser1929年8月15日号は，
当時露国極東銀行が「日露聞の取引量の4分の3は東京経由である事実にかん
がみ，支店を神戸から東京へ移転することを検討している」と伝え，それに関
して次のようなコメントを加えているω。
　日ソ貿易は年々増大している。代金の決済は上記銀行宛に振り出された90日の期限
付手形によって行なわれている。決済に関してトラブルは全く生じていない。このた
め，今年の初めから三井物産会社がソ連との貿易を行なっている。日本の他の大手商
社も三三井物産に追随しつつある。支店の東京移転により，両国間の貿易は従来より一
層円滑に行なわれることとなろう。
　露国極東銀行神戸支店の東京移転計画は政府の認可するところとならず，同
行は閥もなく神戸支店を閉鎖して，日本から撤退することとなる。
　露国極東銀行神戸支店は，ユ930年（昭和5年）11月29日，本店からの指令に
より，同店を閉鎖する旨，次のような声明を発表したω。
　本行は（日本の）大蔵省へ閉鎖の願書を提出せり。その主な理由は次の如し。
1．大蔵省が本行に与えたる営業許可には何時なりとも取滴すとの条件の付せらるる
　を以て営業に支障を来し円滑に運ばず。
2．先に本行は東京へ移転せんが為め願書を提出したるが大蔵省はこれを却下せり。
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本国政府通商代表部が東京にあるを以て移転を希望せる理由なるも若し不許可とな
れば日口貿易発展上障害となるべし。
3　日本の諸銀行は当方に何等の理由なきにかかわらず「クレジット」を閉鎖するに
至れり。これにては将来の活動が妨げらるるを以て営業を持続すること不可能なり。
3　新規進出銀行
　冒頭にも述べたように，昭和期に入ると，日本と欧米諸国との関係は次第に
険悪なものとなり，外国貿易も企業活動も縮小を余儀なくされた。こうした状
況を反映して，新規進出銀行数は昭和戦前期（1927～41）に4行，太平洋戦争
中（ユ942－45）にはわずか2行にとどまった。しかもインターナショナル銀行
の在日支店を継承した紐育ナショナル・シティ銀行を除けば，新規進出は日本
と政治的関係の深いドイッや仏印，あるいは日本の勢力下にあった中国，「満
州」の銀行に隈られていた。
　（1〕紐育ナショナル・シテイ銀行
　1927年（昭和2年）1月1日，紐育ナショナル・シティ銀行（Nationa1City
Bank　of　New　York，1812年設立，本店ニューヨーク）が日本へ進出した。
1915年（大正4年）に買収したインターナショナル銀行（ユ901年設立，本店
ニューヨーク）の在日支店（横浜，神戸，東京，大阪）を紐育ナショナル・シ
テイ銀行の直属の支店に改めたのである血3。
　紐育ナショナル・シティ銀行は，米国有数の銀行でユ812年にThe　City　Bank
ofNew　York（当初資本金80万ドル）として設立され，1863年全国通貨法
（NationalCurrencyActof1863）の制定に伴い，TheNationaIαtyBankof
NewYorkと改称した｛1尋。ユ920年代に，紐育ナショナル・シティ銀行の海外支
店は13ヵ国21ヵ店にのぼり，東洋では，大連，ハルビン，北京，天津，上海，
漢口，香港，広東，シンガポール，バタビヤ，カルカッタ，ボンベイに支店を
設けていた。このように，紐育ナショナル・シティ銀行は米国系銀行のなかで
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は，最も国際化が進んでいた。
　紐育ナショナル・シティ銀行の特色は現地化政策にある。同行東京支店が日
本銀行本店との当座取引をインターナショナル銀行から継承したのはいう迄も
ないが，ユ937年（昭和12年）1O月には東京預金利子協定に加入した蝸。さらに，
政府が，翌年7月，為替銀行の余裕外貨資金の日本銀行集中制を実施した際に，
同行は率先してこの制度への参加を申し出，チャータード，和蘭，蘭印商業，
日仏の各行が追随する先がけとなったo⑤。
　このように，紐育ナショナル・シティ銀行をはじめ多くの外国銀行は，日本
当局に対して極めて協力的であったが∫日本の中国侵略政策に対する欧米各国
の制裁措置が強化されるにつれて，日本の対外関係が急速に悪化し，外国銀行
は困難な事態を迎えることとなる。米国は1939年（昭和14年）7月，日本に対
して，日米通商航海条約の廃棄を通告（半年後発効）したのに続き，’194工隼7
月，在米日本資産の凍結令を布告し，8月には日本への石油輸出を禁止した胴。
英国，オランダ，カナダ，ニュージーランドも，これに追随した。
　こうしたB米関係の急速な悪化によって紐育ナショナル・シティ銀行の日本
における営業は次第に困難となり，194ユ年（昭和16年）4月10日大阪支店を閉
鎖したのに続き，同年9月24日，横’浜，禰戸両支店も閉鎖の止むなきに至らた
（東京支店のみ存続）t18。
　（2）中国銀行
　昭和初期に新たに進出した外国銀行は，日本め支配下にある地域に恨られて
いた。その第ユ号は，1931年（昭和6年）9月ユ日に大阪支店を開設した中国
銀行（The　Bank　of℃hina甘ユ913隼設立，本店上海）であった⑲。
　中国銀行は，上海に本店を置き，払込済資本金2500万元チ預金総額3億銀ド
ル内外を有し，中国全土を通じて最も有力な銀行であった。当初，中華民国
（1912年建国）の中央銀行として設立されたが，1928年に別途巾央銀行の設立
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をみたので，為替業務中心の普通銀行に転換したのであ乱
　いま，申国銀行の特徴を明らかにするため，中国銀行条例の要点を示せば次
の通りであるeo。
第1条　申国銀行ハ国民政府ノ特許ヲ経タル国際為替銀行トス
第2条　中国銀行ハ本店ヲ上海二設置シ，内外国貿易上必要ナル地方ニハ情況ヲ掛酌
　シ重役会ノ議決ヲ経テ支店又ハ出張所ヲ設置シ，或ハ他ノ銀行ト代理契約又ハ為替
　契約ヲ締結スルコトヲ得
第5条　中国銀行ノ株金総額ハ国幣2500万元ト定メ之ヲ25万株二分チ1株ハ国幣10C
　元トス
　政府ハ其ノ内5万株ヲ引受ケ，残余ハー般ヨリ募集ス
第17条　中国銀有ハ政府ノ委託ヲ受ケ左記各項ノ事務ヲ取扱フ
　1．政府ヲ代理シテ外国公債ヲ発行シ，莫ノ元利ノ支払ヲナスコト
　2．政府ノ在外公金及其収支ノ管理
　3．一部国庫ノ代理
第18条　申国銀行ノ営業種目ハ次ノ如シ
　1．内外国為替及ビ荷為替
　2、確実ナル商業手形及ビ為替手形ノ割引又ハ買入
　3、地金銀及ビ各国貨幣ノ売貿
　4．各種預金ノ受入並二証券手形及ピ其他一切ノ貴重物品ノ代理保存
　5．平素取引アル顧客ノタメ，各種手形ノ代金取立
　6．確実ナル担保ノ貸付
　7、政府ノ委託二依ル内債ノ募集・取扱
　8．営業ノ情況ヲ勘酌シタ公債証券ノ売買
第21条　中国銀行ハ次二掲グル諸項及ビ其他ノ事務ヲ経営スルヲ得ズ
　1．無担保ノ各種貸付及ビ保証
　2．当行株券ノ買入又ハ当行株券ヲ担保トスル貸付
　3．営業上二関スル必要ナル不動産ヲ除ク不動産ノ買入又ハ引受
　4．各種工商事業ノ直接経営
第22条　申国銀行ハ党換券ヲ発行スルコトヲ得
第23条　中国銀行ハ取締役15名監査役5名ヲ置キ，其ノ中取締役3名監査役1名ハ財
　政部ヨリ任命ス
錦24条　中国銀行ハ常務取締役5名ヲ置キ取締役ヨリ互選ス，又常務取締役ノ中ヨリ
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70　　　　　　　　　　　　　早稲田蘭学第366・367合餅号
　財政部ガ1名ヲ指定シテ取締役会長二任ズ
第25条　申国銀行ハ総支配人1名ヲ置キ，常務取締役中ヨリ互選シ之ヲ財政部二具申
　ス
第64条　毎年ノ純益ハ，純益総額ノ10分ノユ以上ヲ先ズ積立金トナシ然ル後株主二配
　当ヲ行フモノトス
第65条　当行株主配当金ハ年7分トス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下略）
　131満州中央銀行
　1937年（昭和12年）10月1日，満州中央銀行（1932年設立，本店新京＝現長
春）が東京支店を開設した虞1〕。台湾銀行（1910年東京支店開設），朝鮮銀行
（1913年東京支店開設）といった外地の中央銀行を別とすれば，日本の支配下
にあったとはいえ，一国の申央銀行の東京支店開設は初めてであった。
　満州中央銀行は，1932年6月，「満州中央銀行法」（満州国教令第26号）に基
づいて，「満州国」（1932年建国）の中央銀行として設立されたものである。同
行は株式会社（当初資本金3000万円，半額政府出資）組織で，通貨の独占的発
行権を含む申央銀行機能を果たすとともに，商業銀行業務も行なっていた。通
貨発行に関しては，比例準備発行制度を採用し，銀行券発行高の30％以上を
金・銀塊及び確実な外国通貨または外国の銀行に対する金銀預け金の形で保有
することを義務づけられていた鯛。
　当初，満州中央銀行東京支店は預金，貸出など一般銀行業務は行なわず，日
満為替業務のみ取扱っていた。しかし，満州中央銀行進出後，巨額にのぼる日
本の対満投資は同行東京支店経由で新京へ直接送金可能となったのである（従
来は大連経由）。なお，当局から当初認可された東京支店の業務は次の通りで
あった㈱。
270
　　　　　　　　　　戦箭期の在日外国銀行（下）　　　　　　　　　　　　71
①　国宥業務
　イ　関東州を含む日満為替業務
　口　預け金，コール・ローン業務
　ハ　有価証券の取得，管理，処分
　二　日本銀行からの借入れ
②付随業務
　イ　満州中央銀行本店の日本銀行代理店業務に付随する業務
　口　満州国国債の利払い
　満州国建国後，日満経済関係が緊密化するにつれて，両国間の資金交流も繁
忙となり，1938年（昭和13年）申に満州中央銀行東京支店の扱った日本の対満
送金並びに満州からの対日送金は7．8－10億円の規模にのぼった。これに伴っ
て預金取扱いの必要性が生じてきたため，大蔵省に対して，預金業務取扱いの
認可を申請し，1939隼1月に認可されて翌月から預金取扱いを開始した。もっ
とも，預金とはいっても，為替業務に付随した預金業務であり，当座預金及び
別段預金に限られたが，満州国人（満州国法人及び日系満州国官吏等を含む個
人）に限り，右のほかに定期，通知，特別当座預金も受け入れることとした。
　また，同行は預金業務のほか，コール取入れも認められたが，実際のコール
取入れに当っては日本銀行と連絡を密にし，金融市場に波乱を惹起しないよう
留意することとされた幽。
　その後，日満間経済・金融の一層の緊密化と関西地方と満州との密接なる連
系関係にかんがみ，1942年（昭和17年）1月，同行は大阪駐在員事務所を設置
した㈱。これにより，対日資金調整，承認スタンプ並びに満州国臨時資金統制
令その他貿易，為替，資金等に関する一般連絡斡旋に当り，関西地方の要望に
沿うこととなった。
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　（4〕印度支那銀行
　フランス系の印度支那銀行（Banque　de　rIndo・chme，1875年設立，本店パ
リ）は，1941年（昭和16年）7月15日横浜支店を開設したが，翌年11月！日，
新たに東京支店を開設し，同時に横浜支店を閉鎖した㈱。印度支那銀行の日本
進出は，日本軍の北部仏印への進駐を許容した日仏軍事協定の締結（1940年9
月）後に日・仏印通商貿易支払協定が調印（1941年5月）され，横浜正金銀行
が日本側の，また印度支那銀行が仏印側の決済機関に指名されたためである。
　印度支那銀行はフランスの代表的植民地銀行で，当時東洋における欧州系植
民地銀行の中では香港上海銀行（英国系，1865年設立，本店香港）に次ぐ歴史
をもっていた。設立当初の目的は，フランス領印度支那における銀行券発行お
よび産業開発に主眼をおいていたが，時勢の推移とともに，同行の機能は漸次
拡大され，フランス領印度支那にとどまらず，中国，マレー半島などに多数の
支店，出張所を開き，東洋においてフランスの團益．を代表する機関酌性格を帯
びていた。幸い，同行は堅実な経営方針を保持し，営業成績は極めて良好で
あった吻。
　1941年5月6日に締結された日・仏印問通商貿易支払協定は一種の双務的清
算協定であるが同協定の下で，印度支那銀行が，横浜正金銀行とともに，どの
ような機能を果たしたかを明らかにするため，以下に同協定の概要を示そう㈱。
ユ、日本の仏印からの輸入の代金はピアストルで支払われ乱日本産品で仏印に輸入
　されるものは，円で支払われる。
2．上記の原則は運賃，保険料，その他の諸掛りについても適用される。
3。，輸出代金及び運賃の支払いは，それぞれ横浜正金銀行と印度支那銀行でのみ受け
　取ることができる。
4．印度支那銀行は，支払いに必要なピアストルを，それに相当する円を対価として，
　横浜正金銀行へ提倶する。
5、横浜正金銀行は，同様に相当する額のピアストルを対価として，円を印度支那銀
　行へ提供する。
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6　円とピアストルの換算率は，金交換性を有する同一の外国通貨に対する両行の円
　とピアストルの建値によって裁定される両貨幣の金価値を基準として，両行の合意
　により決定される。（5月9日，】00ピアストル＝98円1／8と決定）
7　印度支那銀行の取得する円は，横浜正金銀行における同行名儀の「円貨特別勘
　定」に振り込まれる。この勘定は「甲勘定」，「乙勘定」と呼ばれる。
8　「甲勘定」には，印度支那銀行が横浜正金銀行に提供したピアストルに見合う金
　額が貸記される。
9　「乙勘定」の貸方には印度支那で買付けられた白米の代金を支払うため，印度支
　那銀行が横浜正金銀行に提供するピアストルに見合う金額が計上される。「乙勘
　定」には利子が付される。
10横浜正金銀行が取得するピアストルは印度支那銀行における横浜正金銀行名儀の
　「ピアストル貨特別勘定」に振り込まれる。この勘定は「丙勘定」と呼ばれる。
1ユ　「甲勘定」と「丙勘定」は，両国問の貿易及び運賃，保険料，その他諸掛りの決
　済にあてられる。「乙勘定」は直接決済に充当することができない。ある月の期間
　中，当該勘定に計上されている金額は，次の年の同じ月の末日に「甲勘定」に振り
　かえられる。
ユ2　「甲勘定」と「丙勘定」は，前項の振替えが行なわれた後，毎月末に清算される。
13協定が終了したときは，「甲勘定」と「丙勘定」を相殺し，印度支那銀行貸方の
場合には，即時に金または金交換性を有する外貨によって決済する竈「乙勘定」は
　12ヵ月の月賦によって返済する。横浜正金銀行が，岬勘定」と「丙勘定」を相殺
　して，貸方残高を有する場含，当該貸方残高は「乙勘定」の残高によって相殺され
　る。
　上記協定を実施するに当り，両国の決済機関となる印度支那銀行と横浜正金
銀行との間で，事務手続に関する協定が，1941年6月4日に調印された。しか
し，その後太平洋戦争の勃発に伴う南方戦線の拡大によって日・仏印闘の経済
関係は飛躍的に重要性を増して来たばかりでなく，南方諸資源の開発につれて
両国間の経済・金融関係はますます緊密になってきた。こうした情勢に対処す
るため，印度支那銀行は，1942年（昭和17年）11月1日横浜支店を閉鎖し，新
たに東京支店を開設したのである㈱。
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　15〕満州興業銀行
　太平洋戦争開戦1年後の1942年（昭和17年）12月5日，満州興業銀行（1936
年設立，本店新京）が東京支店を開設した。1939年（昭和14年）に開設した東
京事務所を支店に昇格させたのである㈱。
　満州興業銀行は，1936年（康徳3年）12月，「満州興業銀行法」（満州国勅令
第172号）に基づき，朝鮮銀行在満支店を改編して設立された特琴銀行である。
同行は資本金3000万円（半額は政府出資，残余は朝鱒銀行出資）の株式会社組
織であったが，その主目的は，普通銀行業務のほかに農工業に対する拓殖と起
業資金を供給することにあり，そのため預金のほかに債券の発行によって資金
を調達することが認められていた。また，満州における資本市場の育成を図る
ために，子会社として満州興業証券会社を設立した。創立当初は，商業金融の
比重が高かったものの，1937年を初年度とする水資源開発5ヵ年計画の進展に
伴い，鉱工業，建設等の貸出が急増するところとなった鋤。
　満州興業債券の発行は満州産業開発等の資金調達上同行に与えられた特権で
あって，満州興業銀行法第22条に「満州興業銀行ハ払込資本金額ノ1．15倍ヲ限
リ満州興業債券ヲ発行スルコトヲ得」と定められ，又同法第26条に「政府ハ満
州興業銀行ガ外国二於テ債券ヲ発行スル場合二於テハ其ノ元利金ノ支払ヲ保証
スルコトヲ得」と明定されていた。同行は債券発行の機能を有する国内唯一の
金融機関とtて，「国家の保護の下に日本より長期資金を導入しうる体制を確
立」していたわけで，同行が東京支店を關設した目的も亦ここにあったのであ
る飽。
　いま，同行のI938年（康徳5年）以降ユ942年までの債券発行高を示せば第1
表の岳りである。なお，1942年末の預金残高は11億6ユ47万円，貸出残高は12億
2286万円となっ■ている。
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第1表　満州興業銀行債券発行状況
75
（単位・千円）
回号 発行高 償還高 期末残高
1938年下 第ユ回 10，000 ユ0，000
1939年上 第2回 10，000 20，000
〃　下 篤3回 ユ0，000 30，000
1940年上 第4回 30，000 60，O00
ク　下 第5回 15，OOO 75，000
1941年上第6，7，8回 30，000 150 104，850
〃　下 第9回 10，000 300 ユ14，550
1942年上第IO，ユ1回 20，000 400 134，工50
〃　下 第12，13回 25，000 700 工58，450
（出典〕溝州興業銀行臓州輿業銀行概要」工943年僚徳10年〕
　（6〕独逸東亜銀行
　太平洋戦争最．中の1943年6月1日，独逸東亜銀行（Deutsche　Bank　Fur　Osta－
sien　A．G、、1943年設立，本店ベルリン）が東京支店を開設した㈱。日独経済協
力協定（1943年1月調印）に基づいて日本側は横浜正金銀行が又ドイッ側は独
逸東亜銀行が決済業務担当機関に指名されたものであり，独逸東亜銀行は，前
述の印度支那銀行と類似の役割を担っていた。
　独逸東亜銀行は1943年初，ドイッ経済界が欧州大陸と東アジアとの経済緊密
化を図るため，有力金融機関及び貿易業者を糾合して設立されたものである。
資本金総額は1000万マルクで，出資者はドイツ銀行，ドレスナー銀行，ライヒ
信用会社，及び東アジア貿易に携わるフリッツ・グレーニング，リヒァルト・
クリューゲル両商会であった。主要業務は，ドイッと東アジア諸国との問に生
じる各種金融取引，特に貿易及び資金の交流，為替手形取引の促進を目的とし
ていた㈱。
　日本，ドイツ，イタリアは，第2次大戦開戦の翌年，日独伊3国同盟を結成
（1940年9月），続いて，1943年1月，日独間及び日伊闇の経済協力協定を締
結した。3国同盟が軍事同盟であるのに対して，経済協力協定はこれを経済面
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からサポートしようとするものであった。いま，日独協定の骨子を示せば，下
記の通りである鯛。
第ユ条　日本国及びドイツ国はその経済圏間の経済給付の交換をあらゆる部門にわた
　り全力をあげて促進しかつ遂行すべし。両国は物資の調達及び装置の設置に際し相
　互に援助し，緊密なる技術協力をなすべし。
第2条　日本国及びドイッ国は前条の規定の実施より生ずる支払を容易ならしむるた
　め，緊密なる金融協力をなすべし。
第3条　日本国及びドイッ国は其の経済政策の遂行について協力を一層有効ならしむ
　るため緊密なる連絡を保つべし。両国政府は之がため其の特に任命したる委員をし
　て両国閥の経済関係の発展に対し常に注意を払わしむべし。
第4条　両国政府の当該官憲は本協定の実施に必要なる細目を協定すべし。
第5条　本協定は署名の日より実施されかつ1940年9月27日の日独伊3国条約と同一
　期閾有効たるべし箏
　上記協定に基づく支払取決めの運用については，日本側では横浜正金銀行が，
又ドイッ側では独逸東亜銀行がこれに当ることとなり1943年（昭和18年）6月
8日，横浜正金銀行と独逸東亜銀行との間で銀行協定が調印された。この任務
を遂行するため，独逸東亜銀行は東京支店を開設し，円対マルクめ直接交換を
行なうこととなったのである。
　ドイッ系の海外銀行としては，かって日本にも支店を有していた独亜銀行
（Deutsch・Asiatische　Bank，1889年設立，本店上海）があり，L当時同行は中国
大隆を申心に活動していた。したがって・日独支払取極めの一方の担当者として，
何故独亜銀行でなく，新設の独逸東亜銀行が指名されたのか，いささか不可解
である。
4　戦時体制下の外国銀行
政府は円相場の下落防止と外貨資金の確保を狙いとして，ユ932年（昭和7
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年）6月，「資本逃避防止法」（昭和7年法第17号）を制定し，外国為替取引の
規制に乗り出した。そして翌年，「外国為替管理法」（昭和8年法第28号）の制
定をみ，外貨集申制へと進むこととなる。為替管理の導入は，外国為替業務を
主業とする外国銀行に対して，大きな影響を及ぼすこととなった。
　ω　為替管理の導入
　資本逃避防止法制定の契機となったのは，1931年（昭和6年）12月の金輸出
再禁止を申心とする前後各半年間に，円為替の減価を予想しておこったきわめ
て大規模な米ドルヘの資本逃避（円売りドル買い）であった。これより先，
1930年1月，政府が金解禁を断行して金本位制に復帰したのは丁度世界恐慌の
最申であったため，為替相場が安定していたにもかかわらず，輸出は期待した
ほど増大しなかっただけでなく，旧平価で金解禁が行なわれたため，物価が大
幅に下落し，経済界は深刻な不況に陥った。そのうえ，1931年9月満州事変が
勃発し，対外的には国際関係の悪化，対内的には戦時体制への移行に伴う通貨
不安が増大し，金本位制停止の予測が一般化してきた。しかも時を同じくして
英国が金本位制を離脱したので，この面からもその不安が高まり，大規模なド
ル買いを惹起したのである。その結果，約1年4ヵ月の間に横浜正金銀行がド
ル買いに対抗して売り応じた額は3．プ5億ドルにのぼった。
　こうしたドル買いを放置しておけば円為替の不安が高まるので，その対策と
して1932年7月資本逃避防止法が制定され，為替管理の第一歩が印された。そ
して，翌33年5月外国為替管理法が翻定され，為替管理が本格化した。さらに，
1938年には外国為替銀行の余裕外貨資金の日本銀行への集中が開始され，1941
年には外貨為替持高集中制へ進むこととなる。
　外国為替管理法の制定により，政府は外国為替取引や金その他証券類の輸出
などを取り締まる広範な権限を与えられた。それには貿易上はもとより貿易外
の一切の国外送金とわが国への受入れ，およびこれに要する一切の手続の取締
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早稲田商学第366・367合併号
外国為替業務取扱を届出た外国銀行
銀行名 店舗数 大蔵省（店） 告示番号 告示年月日
紐育ナショナル・シティ銀行；1〕 4 第147号 1933．6．10
蘭　印　商　業　銀 行 2 第王50号 1933．6．13
香港上　海銀 行 3 第15ユ号 〃
中 国 銀 行 1 第152号 〃
チャータード銀行 2 第153号 〃
和 蘭 銀 行 1 第154号 〃
巳 仏 鍍 行 2 第156号 〃
満州　中　央銀 行 1 第248号 1937，9．22
印　度 支那銀行｛2i ユ 第252号 1941．7．9
〃 ユ 第571号 1942．1O．28
満　州　興　業　銀 行 1 第690号 1942．12．22
独　逸　裏　亜　銀 行 1 第262号 1943．6．19
（庄〕l1〕同行大阪支店は194L4．1O廃止
　ω　同行横浜支店は194工．工O．28廃止
　なお，循州中央銀行以下の銀行は，外團為替管理法施行（1933．5．1〕後に進出し
　た銀行。
｛出典〕大蔵省印刷局瞭令全書」各年版
りまたは禁止，為替資金の日本銀行または政府指定機関への集中，金地金，外
貨，外国証券，外貨建債券の処分命令または日本銀行その他政府指定機関への
売却命令などが含まれていた。また，同法に墓づく命令（昭和8年大蔵省令第
7号）によって，’外国為替業務を営む銀行はその業務を営む店舗を大蔵大臣へ
届けることとされ，届出た銀行は「外国為替銀行」と称されることとなった
（同省令第17条）。
上記大蔵省令に基づいて1933年8月10日までに本邦銀行41行9ユ0ヵ店と全外
国銀行（紐育ナショナル・シティ銀行以下7行ユ5カ店）が外国為替業務を営む
店舗の屈出を行なった㈱。このうち，外国銀行の内訳は第2表に示した通りで
ある。その後も，外国為替業務を営まんとするものは，同様に届出が必要であ
り，1933年9月以降に届出を行なった外国銀行は，同じく第2表に示した満州
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中央銀行以下4行である。
（2）外国為替資金の集中
　1938年8月1日，政府は外貨資金の計画的統制を行なうため，本邦為替銀行
を対象に余裕外貨資金の日本銀行集中制を導入した。そこで日本銀行は，横浜
正金銀行など本邦為替銀行と契約を緒び，為替銀行の余裕外貨を現物買いまた
は現物買い先物売りによって日本銀行へ集中させることとした。
　外国為替余裕資金の日本銀行集中制は法的な強制措置ではなかったので，日
本銀行は当初外国銀行に対しては単にモラル・サポートを要請するに止め，一
先ず本邦為替銀行との聞で必要な契約を進めてきたが，その後外国銀行の中に
は協力姿勢を一歩進め，自発的に参加を希望するところが現われてきた。すな
わち，1938年9月に紐育ナショナル・シティ銀行神戸支店が率先して参加した
が，11月に至り，香港上海，チャータード，和蘭，蘭印商業の各行神戸支店も
参加した㈱（12月に日仏銀行も参加）。これに関して日本銀行神戸支店長下村
如道は次のようにコメントしている㈱。
　外国銀行支店は為替相場協定鰯を始め本邦現下の為替政策遂行に非常に好意を持ち
少なからざる協力をなし来ったが，更に今般自ら進んで為替余裕資金の日銀集中制度
に参加を希望し来り本行との間にそれぞれ右に関する契約を締結するの運びとなり本
15日調印を了し㍍本制度の目的はいうまでもなく為替余裕資金の上に計画的統制を
行い之が節約並に利用を図るのであって，過般設置の外国為替基金㈹の運用と相侯ち
為替上の利便を促進しわが国円為替相場維持の上に役立つことが少なくない。本制度
への参加によって外銀の営業方針に別段変化があるとは思われぬ。むしろ必要の際に
は契約内容に基き本行より為替の売却，資金の供給をも受け得る利便が与えられるの
である。
　その後，1941年（昭和16年）6月，政府は限られた外貨資金の集中制を強化
するため，外国為替補償集中制を導入した。これは，外国為替銀行の外貨売買
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高及び持ち高を、横浜正金銀行東京支店に新設した特別勘定に集申し，これに
伴う銀行のリスクを政府が補償することとしたものである。
　この制度も，当初は本邦外国為替銀行のみを対象としていたが，その後，外
国銀行側の希望により，1942年12月から日仏銀行在日支店及び印度支那銀行東
京支店がこれに参加したω。
5　総播
　昭和初期における外国銀行数（7－11行）及び支店数（22－14ヵ店）は，ほ
ぼ大正期並みの水準で推移したが，臨戦体制の色彩が深まるにつれて，実質的
には減少傾向をたどったとみなければなるまい。太平洋戦争突入後は，営業を
続けたのはごく少数の銀行に限られた。しかしながら，戦争突入前においては，
多くの外銀が，政府・日銀当局との関係を深めていった事実は興味深い。
　1926隼（大正15・昭和元年）末における外国銀行は9行20ヵ店であったが，
翌年2ヵ店が増設されて22ヵ店となり，支店数では戦前の最多を記録した。し
かし，ユ930年（昭和5年）以降減少傾向をたどり，1941年（昭和16年）の開戦
時には下記の9行14ヵ店が開設されていた。
　　〈敵性国〉
　香港上海銀行（横浜，神戸，東京）
　チャータード銀行（横浜，補戸）
　紐育ナショナル・シティ銀行（横浜）
　和蘭銀行（神戸）
　蘭印商業銀行（神戸，東京）
　〈友好国〉
　日仏銀行（東京，神戸）
　中国銀行（大阪）
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　　第4表　日本銀行と外国銀行との当座預金及び当座付替取引開始時期
日本銀行本店 日本銀行神戸支店
当座預金 当座付替 当座預金 当座付替
インターナショナル銀行 1923．9．一
紐育ナショナル・シティ銀行＝li ユ927．5．181927．5．ユ81927．7．25ユ927．7，25
蘭 印 商 業 銀 行 ユ929．7．311929．7．311927．7．251927．．7．26
チ ヤ　ー タ 一 ド銀行 1927．7．251927．7．26
香 港 上 海 銀 行 1929．12．51929．12．51927．7，251927，7．27
和 蘭 銀 行 1927．7．25
独 亜 銀 行 一 ユ927．7．251928．ユ、12
満 州 中 央 銀 行＝2〕 （1942．10、一）
独 逸 東 亜 銀 行 1943．7．19
満 州 興 業 銀 行 1943．12．22
（注〕ω　同行は，日本銀行大阪支店とも当座預金取引（1930．6．I4以降〕及び当座付替取引（1930．6．16以降）を
　　行なっていた。
　12〕満州中央銀行は当座貸越取引
｛出典〕　日本銀行［日本銀行沿革史」第2輯第3巻昭和37年。同書第3集第3巻昭和39年，同書第4集第6巻，昭
　　秘5隼。
満州中央銀行（東京）
印度支那銀行（横浜）
　このうち，敵性国の銀行は戦時申，営業を事実上停止したが，友好国の4行
は，戦時申に進出した2行（満州興業銀行，独逸東亜銀行）とともに，終戦ま
で営業を続けていた。
　昭和初期における外国銀行の動きとして興味深いのは，厳しい国際情勢を反
映した経営環境の悪化のなかで多くの外国銀行がわが国政府（大蔵省）や日本
銀行とつとめて良好な関係を維持しようとつとめた点である。政府が実施した
余裕外貨資金の日本銀行集中制への自発的協力，日本銀行との当座預金取引の
開始，預金金利協定への参加，などがそれである。外貨資金の日銀集申制にっ
いては，すでに前節で述べたので，以下，日銀との当座取引及び預金金利協定
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第6表　本邦経常収支と外銀為替取扱高
　　　　　　　　　　　　　　（単位・百万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「1　　　　　　　本邦経常収支　　　　　　（B）　I　B
??????????
受取
　　　（A）．外銀為替支払計1取扱高．
?（?）
??????????? 貿易貿易外
???? ???????????
計 500
5491ユ．0491　306■　　　　，
29．2
??????????
貿易貿易外
????
6841　　1185i　i
計 855 　　　　■86911・724「　6643冬．5
?，???＝「?）?
貿易貿易外 2，414’　7742・：1：」i　　一
計 3，188，3．515　6．703　2，67339，8
????????）??
貿易貿易外 5，418ユ、7394．6533，829
計 7，1578，482　　ユ5，639　－　3，07219．6
（出典〕　日本銀行閉治以降本邦主要経済統言†j昭和41年
　　大蔵省『銀行便覧j大正7隼
　　同畷行局年剃傭5工次，第65次〕
について考察しよう。
　まず，インターナショナル銀行東京支店が1923年（大正工2年）9一月日本銀行
本店に当座預金勘定を開設した。これは在日外国銀行の日本銀行との預金取引
第1号である、大主年聞にはこれに続く外国銀行はなかづたが，昭和期に入る
と，外国銀行が陸続と対日銀取引を始めた（第4表参照）㈱。しかも，昭和期
においては，日本銀行本店よりも，同行神戸支店における取引が盛んになって
いるが，これは関東大震災一（大正12年）以降，多くの外国銀行が在日拠点を横
浜から神戸へ移したことの現われとみられる。
　外国銀行のなかで，預金利子協定に最初に加盟したのは紐育ナショナル・シ
ティ銀行東京支店で，同行はユ937年（昭和12年）10月，東京預金利子協定への
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加入を認められた㈱。続いて，蘭印商業銀行東京支店が同年11月，日仏銀行東
京支店が同年12月に，東京預金利子協定に加盟した㈱。さらに，翌1939年1月
満州中央銀行東京支店が，東京預金利子協定に加入を認められた㈹。
　最後に，昭和初期における在日外国銀行の経営規模及び収益動向について概
観しよう。外国銀行の総資産は，第5表に示したように，1937年（昭和12年）
をピークに以降急減しており，経営環境の悪化を如実に反映している。外国銀
行の主力業務である外国為替取扱高は，第6表にみるように，明治・大正期に
比べて，昭和初期に増加しているものの，日本の経常収支の対比でみると，
1940年（昭和15年）にはかなり低下している。要するに，昭和初期は臨戦体制
が進んでいた過程であり，外国銀行，とくに敵性国とみられた国の銀行にとっ
ては，きわめて厳しい時期であったという外はない。
（本研究に対して1995年度特定課題研究助成費〈個人研究〉を受領した。）
注u〕大阪銀行集会所『大阪銀行通信録j第403号，昭和6年3月．89ぺ一ジ由立脇和夫「載前期長
　　崎における外国銀行とその特徴」（長崎大学『経営と経済』第ユ78号，昭和60年10別264ぺ一ジ。
　　十八銀行『百年の歩み』昭和53隼，299ぺ一ジ。
　（2〕『大阪銀行通繕録j第410号，日召和6年ユ0月，8Cぺ一ジむ東京銀行集会所『銀行通信劉第92巻，
　　第549号，昭和6年ユO月20日，465ぺ一ジ。
　13〕田中兄一『日本の銀行広告史』学陽書爵，昭和56隼，770ぺ一ジ（原典，『東京朝日新聞』昭和
　　2年1月10日）o
　ω　大蔵省縢33回銀行総覧』（昭和元隼刺
　15〕『第36回銀行総覧』（昭和4隼末j，『第37回銀行総劃（昭和5年末）。なお，丁加勘睨后㈱
　　刈伽舳舳d篶鮒脇后ではユ937－38隼版まで横浜支店が掲載されている。
　㈹　『第36回銀行総覧j（日召和4隼末），隙37回銀行総覧」く昭和5年末〕、隙38回銀行総覧』（昭和
　　6年末），『第39回銀行総覧』（昭和7年末〕。なお，丁加肋冊后榊舳伽㎜“祀d　r鮒Boo毘では横浜
　　支店の掲載は1924－25年版が最終となっている。
　17〕『銀行通信鋤第84巻，第498号，昭和2年7月20日，79ぺ一ジ。同誌，第93巻、第555号，昭
　　和7年皇月20日，84ぺ一ジ。
　18〕厳密にいえば、和蘭銀行は、ユ859年に長崎の出島に進出した経緯があるが，当時は銀行でなく，
　　商社であった。詳しくは，立脇和夫r在日外国銀行史H日本経済評論社　1987年〕14－6ぺ一ジ
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　参照。
19〕吠阪銀行通信録』第411号，昭和6年11月，82ぺ一ジ。
00立脇和夫「戦前期の在日外国銀行」（刺（r早稲田商学j第360・361合併号　1994年9月。
ω　Bratter．H　M．．∫ψ血吻5芭3螂肋棚κU　S．Departmeot　o丘Com皿eroe，Washm鮮on　D　C．，1931
1I劃　畷行通信録j第90巻第539号，日召和5年12月20日，ユ1ユページ。
l13　田中前掲書770ぺ一ジ（原典，『東京朝日新聞』昭和2年1月ユO日〕。丁加B鉋蜆后舳刈舳鮒血1一∂
　γ鮒B螂oりg26－2Z♪147Z伽d．1927－28声1476一なお，政府の認可日は、昭和元年12月28日
　（隣33回銀行総覧j〕。
04　その後、1955年にThe　First　Nati㎝al　Ba日k　of士he　City　ofNe平Yorkと合併し，The　First
　N邊tlonal　Clty　Bank　of　New　Yorkと改称した。さらに，ユ962年にFirst　Natlon劃1City　Bankと改称
　し，1976年C1tibankN　Aと改め，今日に至っている。
蝸　r銀行通信録j第ユC4巻，第622号，昭和12年u月20日，446ぺ一ジ。
Oθ上掲誌，剃06巻，第632号，昭和ユ3年9月20日、253ぺ一λ同誌同巻第635号，昭和13年12月
　20日，493ペニジ。
○カ　日本銀行金融研究所『日本金融史年表』昭和63年。
08　吠阪銀行通信録』第525号，昭和ユ6年5月、38ぺ一ジ。『銀行通信鍬第1I2巻，第669号，昭
　和ユ6年ユO月20日，334ぺ一ジ。
1工9　『大阪銀行通信録j第403号，昭和6年3月，83ぺ一ジ。同誌、第409号、昭和6年9月，73
　ぺ一ジ。
20　上掲誌，第409号，73－4ぺ一ジ。
⑫1〕上掲誌，第482号，昭和ユ2年10月，51ぺ一ジ。『銀行通信録』第工04巻，第621号，昭和12隼ユO月
　20日，357ぺ一ジ。
鯛　滴州中央銀行『満州中央銀行要覧』大同2年。同τ満州申央銀行十年史j康徳9年。島崎久彌
　旧の侵略史』日本経済評論社，ユ989年，l08－9ぺ一ジ。
㈱　『銀行通信録j第工C4巻，第621号，到召和12年10月20日，357ぺ一ジ。
㈱　上掲誌，第107巻，第637号；昭和14年2月20日，148ぺ一ジ。
鯛　『大阪銀行通信録j縞33号，昭和17年ユ月，33ぺ一ジ。
㈱　大蔵省告示，昭和16年第252号。同告示，昭和7年繁575号。同告示，同年第571号。
吻　朝鱗銀行調査課r海外銀行現勢』大正4年10月，2CCぺ一ジ。
㈱　島崎前掲書，353－4ぺ一ジく大蔵省理財局丁金融協定等関係集』465－75ぺ一ジ〕。
㈱　大蔵省告示，昭和17年第571号及び桑575号。なお，営業認可は『第49回銀行総覧』（昭和1碑
　末jでは，昭和ユ7年1C月26日，『銀行通信録』第113巻，第673号刊ま昭和16年n月21日，とある。
　　大蔵省告示，昭和17年第690号。満州興業銀行r満州興業銀行誌』康徳9年，29ぺ一ジ。
　　満州興業銀行臓州興業銀行概劉康徳10年，1二2ぺ一ジ。島崎前掲書，112－3ぺ」ジ。
　　構州興業銀行，上掲書，15－6ぺ一ジ。
　　大蔵省告示，昭和8年第262号。
　　全国金融統制会r全国金融統制会報』第2巻，第3号，昭和ユ8年3月，406ぺ一ジ。
　　上掲誌，370ぺ一ジ。
　　吠阪銀行通信録j第432号。昭和8隼8月、69ぺ一ジ。
　　日本銀行r日本銀行沿革史j第3集，第16巻，419－423ぺ一ジ。
　　隙行通信録j第106巻，第635号，昭和13年12月20日、57ぺ一ジ。
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㈱対米為替相場に関しては1938年3月，対英為替相場に関しては同年4月に成立。
㈹　1938年（昭和13年〕7月原材料輸入資金を確保するため，日本銀行の正貨準備から3億円をさ
　いて設立したもの。
㈹　日本銀行，上掲書，同集同号，515－5ユ9ぺ一ジ。
幽　日本銀行，上掲書，第2輯，第3巻，昭和37年。同第3集，第3巻，昭和39年。同第4集・第
　6巻，昭和45年。
㈹　r東京銀行通信録』第104巻，第622号，昭和12年11月2C日，446ぺ一ジ。
㈱　上掲誌，同巻第623号，昭和12年12月20日，536ぺ一ジ。
鯛　上掲誌，第105巻，第624号，昭和13年1月20日，73ぺ一ジ。同誌，第107巻第637号，昭和14
　年2月20日，54ぺ一ジ。
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